（第２号様式）


生活保護受給者就労準備支援事業及び　　　　生活困窮者就労準備支援事業業務委託

企 画 提 案 書

（表紙）


※この様式については、必要に応じて枠を広げて作成してください。

１　官公庁からの類似事業の受託実績
1 　生活保護受給者就労準備支援事業及び生活困窮者就労準備支援事業に類似する事業の受託実績について、官公庁名、受託年度、事業名、事業概要を記載してください。（令和３年度以降）
	官公庁名
	受託年度
	事業名・事業概要

	
　　
	


	



２　運営体制
⑴　本業務に従事する組織及びその組織の補佐又は管理監督する組織について、記載してください。
	





⑵　本業務に従事する予定の方について、役職、経歴、保有する資格等を記載してください。
	





⑶　従事者の募集方法について、記載してください。
	





⑷　従事者への研修体制について、記載してください。
	







３　実施方針
⑴　業務を遂行するための基本的な考え方を記載してください。
	





⑵  受託後、令和８年４月１日から業務を開始することになります。円滑に業務を引き継ぎ、受託業務を遂行するための対策を記載してください。
	





４　業務の実施方法
⑴　生活保護受給者、生活困窮者への就労準備支援に関することを記載してください。
　ア　活動計画の策定方法について
	





　　イ　支援の具体的方法について（支援につながりづらい方へのアプローチの工夫、多様な就労先の確保の工夫について等）
	





ウ　各種セミナーの計画について
	





⑵　生活保護受給者と生活困窮者への支援方法について、違いがあれば記載してください。
	





⑶　外国人に対する支援について、記載してください。
	





　⑷　効果測定の方法について、記載してください。
	




　
⑸　区との連携体制について、記載してください。
	





５　事務所の設置
⑴　事務所の場所（予定）について、記載してください。
	





⑵　事務所の面積、設備、配置等について、記載してください。
	





６　個人情報保護
　個人情報の取扱いについて、記載してください。
（保管、利用、運搬、事故防止方法等）
	







７　危機管理体制
⑴　事故、緊急時の対応について、記載してください。
	





　⑵　ボランティア体験、就労体験の機会に加入予定の傷害・賠償責任保険について、記載してください。
	





８　その他独自提案・取組み等
　その他の提案事項があれば、目的・提案理由などについて、記載してください。
	






















